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１。はじめに

津波のため100人の犠牲者を出した日本海

中部地震で，気象庁の出した津波警報が東北

地方日本海沿岸の市町村に伝わったのは地震

発生から約20分後，津波の第１波が海岸に達

した後のことであった。津波予報を担当する

気象台（津波予報中枢と呼ばれる）は，全国

に６ヶ所あり，これらの津波予報中枢では，

地震が起きた場合，少なくとも10ヶ所以上の

地震観測官署からの地震データ（地震波の到

達時刻，最大振幅）を収集し，津波発生の有

無を判断する。この結果に基づき各予報中枢

の担当する地域に対する予報文が決定され発

表に至るには，平均して地震発生後10～15分

の時間がかかる。更にこうして発表された予

報が幾通りもの伝達経路を通って市町村，住

民に伝えられるには，場合によって地震発生

後30分近くかかることもあり，津波に対する

迅速な防災活動ができない恐れがある。

そこで消防研究所では，地震発生後市町村

レベルで早期に津波の危険度を評価するため

の新しいシステムの開発を進めてきた。ここ

ではこのシステムの概要と稼働試験結果につ

いて述べる。

２。システムの概要

このシステムの基本的な考え方は，津波を

直接監視するのではなく，津波より早く到達

する地震波を津波危険度の高い地域（市町村

レベル）のある１地点で観測し，そのデータ

をその場で即時的に処理し，津波に関する情

報を早期に求めようというものである。

システムは地震動を検出する地震計と地震

波データを解析するパソコンとからなるため

比較的安価であり，かつ地震検知から津波危

険度の判定結果が出力されるまでの過程は全

て自動化されているので，本システムの実用

化が進めば市町村単位で採用することが可能

なものとなっている。

本システムには２種類のプロ グラムが用意

されている。　１つは地図作成用，他は地震動

データ処理用であるＯ地図作成用プロ グラム

は，日本を含む広範囲領域の地図データから

任意領域を取り出して,ＣＲＴ 上に表示できる

ようにするためのものである。地震動データ

処理用プログラムは，地震計からのデータの

取り込み，地震の識別，震源決定，地震規匝

の推定を行い，その結果に基づ き津波発生有

無の判断，津波の波高，津波到達予想時刻の

推定を行い，検出情報を出力するためのもの

である。

３。一地点の地震観測データに基づく早期津

波予測方法

一般に津波は海域で生じた大きな地震に伴

う海底の隆起・沈降のために起きると考えら
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れている。津波の規模はこの海底の変動量に

依存する。即ち，津波規模は地震マグニチュ

ードによってほぼ表される。従って地震動デ

ータから津波を予測するためには,震源決定，

地震マグニチュードの推定を行うことが必要

となる。通常，震源決定は多数地点の地震波

到達時刻を用いて行われるが，本システムで

は一地点のデータしか使えないので，特別な

方法を考える必要がある。それには先ず地震

波の性質を知らねばならない。

地震波には大別して実体波と表面波があ

る｡実体波は更にＰ波とＳ波とに分けられる。

Ｐ波の振動方向は伝播方向 と同一であり，Ｓ

波のそれは伝播方向と直交する面内にある。

Ｐ波の伝播速度はＳ波のそれより平均して

1.7倍程度大 きい。 また実体波は地表面には

垂直に近い角度で入射するため，Ｐ波到達時

の地面の動きは上下動が卓越し，Ｓ波到達時

には水平動が卓越する(図１)。一方，表面波

は地表面に沿って進む波でやや長周期側で卓

越する。そしてその振幅は同規模の地震が同

じ起こり方をした場合には，震源が浅いほど

大きい。

このような地震波の性質を用いることによ

って１地点のデータだけでもおよその震源の

位置（� 震源距離，� 方位角，� 深さ）を知

ることができる。

� 震源距離は大森公式として良く知られて

いるように，Ｐ，Ｓ波の到達時刻の差に観測

場所毎に定まる定数をかけることによって近

似的に求めることができる。ここでＰ，Ｓ波

の到達時刻は地震計から常時送られてくるデ

ータの振幅を監視することによって求められ

る。

� 本システムで用いている地震計は３台

で，各々東西，南北，上下方向の揺れを検出

する。これら３方向の観測データを合成する

と地面の３次元的な動きを知ることができ

る。Ｐ波到達時の地面の動きは，人為的，気

象的要因等によるノイズの影響を受けるた

め，直線的ではなく近似的に図２の様な回転

楕円体になると考えられる。このとき震央方

位はこの楕円体の長軸の下向きの方向と一致

する筈である。従って問題はＰ波到達時の３

成分地震動データを用いてこの長軸の方向を

決定することに帰着する。そしてこの解は統

計でよく用いられる主成分分析という手法を
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用いるこ とによって容 易に得るこ とができ

る。

� 震源深さは先に述べた表面波の生成の度

合に関する性質に基づいて推定される。即ち

過去のデータを用いて，深さを地震マグニチ

ュード(Ｍ) と短周期を遮断するフィルターを

通した上下動の最大振幅の関数として表現す

る訳である。但し，これによって得られる値

は過去のデータに依存するこ とになるので，

あくまで平均的なものとして捉えておくこと

が肝要である。

以上の方法によって震源が決定されるが，

深さの評価及び津波規模の推定に用いられる

地震マグニチュードは，気象庁で使われてい

る ものと同様の式( 最大振幅と震源距離の関

数) を予め作成しておくことによって求めら

れる。

こうして求めた震源の位置，Ｍを用いて津

波情報(� 津波発生の有無，� 津波規模(ｍ)，

� 波高，� 観測点付近沿岸への津波到達予想

時刻) を以上のように求める。

� 予めパソコンのメモリー内に用意された

水深データから震央での値を探し出し，それ

が零(陸)でない時，震央は海域にあるので津

波発生の可能性有りと判断する。

� については, Ｍとｍ とを結ぶ経験式が既

に得られているのでこれを用いる。

結ぶ最短コースの水深データを用いて求める

ことができる。

４。稼働試験結果

本システムの稼働試験は昨年９月より消防

研究所構内で，また本年９月より千葉県鴨川

市，静岡県伊東市で行われている。ここでは

観測期間が長く，データが多いことから消防

研究所構内での試験結果について述べること

とする。

前述したように津波の予測には震源の位置

とＭの決定が重要である。図３は観測された

地震動（速度）の最大振幅が0.08�/ ｓｅｃ以上

の地震をＭ と震央距離について表したもので

ある。その内黒丸は首システムで捉えられ，

かつ以下に示す範囲内で震源，Ｍが決定され

た地震である。

� 推定された震源距離，深さ（または震央

距離）が気象庁 発表値（ＪＭＡ 値）と比較し

て,±25� 以内または±20 ％以内,� 震央方位

角 がＪＭＡ 値 に 対 し て±20°以 内，� Ｍ が

ＪＭＡ 値に対して±0.3 以内。

この図から，我々が対象とする震央距離約

200� 以下，Ｍ約6.5 以上の近地大地震の震源

及びＭは，精度よく推定されるものと考えら

� 波高については２肖で近似できるのでこ　　 ７

れを用いる。但し� ，� は過去の経験に基づ　　 ６

いた平均 値であるこ とに注意する必要があ　　 ５

る。特に波高は海岸及び海底地形等によって　　 ４

著しく増幅されるこ とがあるので･ 得られた　　 ３

結果の解釈は慎重にすべきであろう。

� については，津波の伝播速度が水深の平

方根に比例することから，震央と観測点とを

図3. 本システムによって精度良く推定された
地震の分布（黒丸）
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れる。

次に津波情報検出精度について気象庁が発

表した津波予報と比較することによってみて

みよう。本システムが稼働試験を開始してか

らの１年間に，”高い とこ ろで波高は数 十

ｃｍ”という意味の「 ｙヽナミチュウイ」以上の

予報が５回発表されている。そのうち台湾付

近， 日向灘の地震は遠方で発生したため本シ

ステムはこれらを検知していないが，福島県

沖の地震（２回）,新潟県沖の地震に対しては，

震央距離がいずれも250km 以上だったにも拘

らず20－40� の波高を予測してお り津波予測

の精度も良いことが分かった。しかも気象庁

ではこれらの地震に対する津波予報の発表に

平均10分かかったのに対し，本システムでは

これらの結果を得るのに僅か２分しかかかっ

ていない。

以上，１地点だけの試験結果ではあるが本

システムが有効に働くことが示された。

５。おわりに

波源域が沿岸近くまで及ぶ津波の場合，警

報が沿岸住民等に伝わる前に津波が襲来する

ことは今後も有り得るとされている。今後シ

ステムの実用化が進み，この様な津波危険度

の高い沿岸を抱える自治体にこのシステムが

設置されれば,津波情報が早く得られるため，

津波に対する迅速かつ合理的な防災活動が可

能となり，津波被害の軽減が図れるものと期

待される。

最 近 の 特 異 火 災 か ら
(電気溶氷機による火災について)

はじめに

札幌市は積雪寒冷地であるため，冬期間に

おいては降雪や厳寒が直接あるいは間接的な

要因となって発生する災害も多く，今回紹介

する火災もその一つである。

１　火災の概要

この火災は，昭和60年１月５日午前� 時

55分ころ，防火造地下１階地上２階建延べ

面積523 平方メートル,７世帯入居の共同住

宅，１階103 号室の台所の天井裏から出火

札幌市消防局予防部予防課

し，天井，壁体など25平方メートルを焼損

したものである。

出火当時,103号室では水道管が凍結して

おり，この部屋の居住者に解凍を依頼され

た知人が「電気溶氷機」を使用し解凍作業

を行っていた。

○　電気溶氷機の概要について

本市←のような寒冷地では冬期間水道管

が凍って水が出なくなることがたびたびあ

る。

凍結箇所が蛇口部分であれば，それに熱
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